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観光地域づくり法人（ＤＭＯ）数の増減
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【令和５年度中の登録ＤＭＯ数の推移】
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3月:308

4月:304

インバウンドの状況（旅行者数）

訪日外国人旅行者数の推移
万人

約3,200万人

出典：日本政府観光局（JNTO）
※ 2022年以前は確定値, 2023年、2024年1月及び2月の値は暫定値、2024年3月及び4月は推計値

国・地域別訪日者数上位（2024年4月）

６６万人①韓国

５３万人②中国

４６万人③台湾

２３万人④米国

１８万人⑤香港

2

1月～4月
約1,160万人

年

〇 2022年10月の水際措置の緩和以降、訪日外国人旅行者数は堅調に回復し、2023年は2,500万人を超えた。
〇 ４月の訪日外国人旅行者数は約304万人とコロナ前2019年と比較すると104％の回復(中国からの訪日を除くと
114%の回復)  となり、昨年10月より7ヶ月連続で単月ではコロナ前の水準を回復した。

○１月～4月の累計では約1,160万人と1,000万人を超えた。

1月:269

2月:279
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15万8,531円

〇2023年の訪日外国人消費額は、5.3兆円と過去最高（2019年は4.8兆円。2019年比10.2％増)
〇訪日外国人（一般客）一人当たりの旅行支出は、約21万円（2019年比34.2%増）
〇費目別にみると、宿泊費、娯楽等サービス費、交通費等が上昇

※平均泊数が伸びたこと（8.8泊→10.1泊）や円安・物価上昇の影響等が考えられる
〇2024年1－3月期の訪日外国人消費額は、約1.8兆円と四半期として過去最高。

一人当たりの旅行支出は約21万円。

年

訪日外国人旅行者による消費額の推移
兆円

約4.8兆円

費目別１人１回当たり旅行消費単価
円

21万2,764円

（試算値）

＋34.2%＋10.2%
(＋31.2%)

(＋5.2%)

(＋69.8%)

(＋44.4%)

(＋38.1%)

(＋55.2%)

約5.3兆円

（試算値）

10-12月
:1.7兆円

2019年同期比
138.8％

2019年同期比100%以上

7-9月
:1.4兆円

2019年同期比
116.8％

インバウンドの状況（消費額）

出典：「訪日外国人消費動向調査」より算出

1-3月
:1.8兆円

2019年同期比
152.0％

（試算値）



出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」
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47沖縄県 40福岡県 26京都府 01北海道

27大阪府 13東京都 その他 2019年同月比

（万・人泊）

○ 2024年3月の外国人延べ宿泊者数は1,270万人泊で、コロナ前以上に回復（2019年同月比133.4％）
○ 他方、観光需要の回復状況は宿泊先地域によって偏在傾向が見られ、三大都市圏のみで約6割（64.2%）

三大都市圏 トップ５
延べ宿泊者数シェア

393.7 万人泊34.2%東京都

169.9 万人泊14.7%大阪府

86.4 万人泊7.5%京都府

27.1 万人泊2.3%神奈川県

25.9 万人泊2.3%千葉県

インバウンドの回復状況（延べ宿泊者数）

地方部 トップ５
延べ宿泊者数シェア

112.4 万人泊9.8%北海道

51.5 万人泊4.5%福岡県

50.9 万人泊4.4%沖縄県

30.4 万人泊2.6%長野県

16.1 万人泊1.4%静岡県

外国人延べ宿泊者数の推移 都道府県別外国人延べ宿泊者数（2024年2月）
（外国人延べ宿泊者数トップ５の推移）

※埼玉県・千葉県・神奈川県、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県

※

34.2%

14.7%

9.8%

7.5%

4.5%

4.4%
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第23回 観光立国推進閣僚会議 議事要旨（抜粋）

日時：令和６年４月１７日（水）
場所：官邸４階大会議室

○岸田内閣総理大臣より発言
・コロナ後、インバウンドは急速に回復し、本日公表の統計によると、３月は過去最高の 308 万人、消費額も３四半期連続でコロ
ナ前を超えた。このペースで進めば、2024 年は、2025 年目標を前倒しし、訪日客数・消費額ともに過去最高を達成できる見通
しである 。

・ただし、実績を仔細にみると、三大都市圏に偏在している外国人宿泊を地方に分散し、持続可能な観光地域づくりを加速していく
ことが喫緊の課題と考える。また、足元でコロナ前の水準に至っていない国内旅行やアウトバウンドの拡大を図ることも重要である。
これらの課題解決と観光業の発展に向けて、関係省庁が連携して、次の３点に重点的に取り組んでいただきたい。

・第一に、地方誘客の柱として、「地方の11のモデル観光地への重点的な支援」を実施する。このため、11のモデル観光地において、
国内旅行の増加も視野に、高付加価値化等による持続可能な観光地域づくりの支援や二次交通の確保とともに、最大４割引と
なる高速道路周遊パスの導入・拡充に取り組んでいただきたい。同時に、国立公園の滞在体験魅力向上拠点の拡充、文化財の
積極的活用、デジタルの徹底活用を促進していただきたい。

・ 第二に、「オーバーツーリズムの未然防止と抑制対策」の強化である。選定した20の先駆モデル地域を中心に、公共交通等の混
雑対策、マナー違反対策、自然環境保護対策、需要分散・周遊促進等の対策を講じ、持続可能な観光地域づくりを強力に推
進していただきたい。

・第三に、あらゆる機会を捉えたインバウンド需要の開拓である。本年2024年は「日米観光交流年」、2025年は大阪・関西万博、
2027年は横浜国際園芸博の年である。さらに、東京2025世界陸上、アジア競技大会愛知・名古屋2026、ワールドマスターズ
ゲーム2027関西等、国際大会も控える。足元での伸びが著しい北米、東南アジアや中米、中東等の新たな市場を意識しながら、
ビジネス、学術研究も含め、あらゆる機を捉えて、インバウンド需要を拡大していただきたい。

・こうした対策により、2030年インバウンド6,000万人、消費額15兆円を目指し、新しいインバウンド戦略を推進していく。
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